パイナガマ公園指定管理者公募要項

[bookmark: OLE_LINK6][bookmark: OLE_LINK7]　宮古島市（以下「本市」という。）は、パイナガマ公園の多様化する市民ニーズに効果的、効率的に対応するため、本公園の管理に民間の能力を活用し、市民サービスの向上と経費の削減等を図る目的で、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び宮古島市都市公園条例（平成17年10月1日条例第178号、以下「条例」という。）第19条に基づき、指定管理者を公募します。

１　施設の概要等
　(1) 名　　称　パイナガマ公園
　(2) 位　　置　宮古島市平良字下里338番地1（外6筆）
　(3) 施設規模　49,804㎡
(4) 施設内容	指定管理範囲図参照
①　トイレ・有料シャワー室
②　東屋
[bookmark: _Hlk242176654]③　遊歩道
④　駐車場
⑤　手洗い場
[bookmark: _Hlk242176582]⑥　その他設備等

２　管理運営業務等
　　利用者が安全かつ快適に利用できるように管理運営を行うものとする。なお、業務の
　詳細は「パイナガマ公園管理運営仕様書」のとおりとする。
(1) 業務の内容
① 管理運営等に関する主な業務
[bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK4][bookmark: OLE_LINK5]　　　　 (ｱ) 公園内の秩序維持
　　　　 (ｲ) 公園利用申請の許可
　　　　 (ｳ) 利用料金の収受及び免除
　　　　 (ｴ) 施設の維持管理及び修繕（1件あたり10万円以下）
　　　　 (ｵ) 清掃及び除草・剪定等の美化の確保
　　　　 (ｶ) 電気料金、上下水道料金等の支払い
　　　　 (ｷ) コイン式シャワーの料金回収
　　　　 (ｸ) その他、公園の管理運営上必要となる業務

       ② その他上記業務に付随する業務
　　　　 (ｱ) 毎月の履行報告書の作成、提出
　　　　 (ｲ) 事業計画書の作成、提出
　　　　 (ｳ）事業報告書の作成、提出

(2) 施設の利用期間及び受付時間
受付時間は8時30分から20時00分とし、毎日開園する。ただし、指定管理者が必要と認めたときは、あらかじめ市長の承認を得て変更できる。

[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]３　指定の予定期間（議決事項）
　　令和9年４月1日から令和１1年３月3１日　（2年）

４　指定管理料（上限）
　　　本市が支払う指定管理料の額については、下記指定管理料上限額内で、指定管理者か
ら提出される収支計画書の提案額に基づき、年度協定書（以下「協定書」という。）で定めるものとする。
	指定管理料上限額
（1年分の額）
	4,413,000円
（消費税及び地方消費税含む）



5　収入及び経費等
　　  パイナガマ公園の指定管理施設にかかる全ての費用は、指定管理料及び利用料金並びにその他収入（自主事業）をもって充てるものとする。管理運営あたっての備品は必要に応じて指定管理者で負担するものとする。
　　（1）指定管理料の支払い
[bookmark: OLE_LINK8][bookmark: OLE_LINK9]　　　　 本市が支払う指定管理料については、毎月履行報告書を添えて請求するものとし、詳細については協定書で定めるものとする。
　　（2）収益による本市への納付
　　　　 年間の事業報告書による収支決算書において、収益が発生した場合、その2分の1を本市が収受する。ただし、協定書締結時を初年度として、これを無償とし、2年度からは、事業報告書による収支決算書を勘案し、納付割合は本市と指定管理者と協議の上、これを変更する事ができる。
　　（3）損失による本市の対応
　　　　 年間の事業計画書による収支決算書において、指定管理者の損失が発生した場合、本市はこれを補填しない。
(4) 利用料金の収入
　　　　 条例第19条第2項の規定に基づき、施設の利用料金は、指定管理者の収入とする。

(5) 利用料金の額の決定
　　　　 利用料金の額は、条例第11条に定める範囲内において、あらかじめ市長の承認
を得て指定管理者が定めるものとする。
　   (6) 自主事業の収入
　　　　　指定管理者は、事業計画に基づき自己の責任と費用負担により自主事業を行い、収入を得ることができるものとする。ただし、実施にあたっては、指定管理者に求められる公共性を十分に理解し、その趣旨に沿った運営を行うものとし、その一部を公園の管理運営費や、公益事業に充てる事とする。
　   (7) 管理口座
　　　　経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理すること。

6　管理運営の基本的事項
　　指定管理者は、パイナガマ公園を管理運営するにあたっては、法令等の遵守及び次に掲
　げる事項に沿って行うこと。
　  (1) 遵守法令等
①  地方自治法
　　 ②　都市公園法
 　③　宮古島市都市公園条例
　 　④  宮古島市個人情報保護条例
　 　⑤　その他関係法令
　　(2) 清掃、警備等の個々の業務を専門業者に委託することを妨げるものではないが、再
委託を行う場合には、文書により本市の承認を得ることとする。使用許可権限や管
理に関する主体的な業務を再委託することはできないものとする。
(3) 特定の個人及び団体に対して、有利あるいは不利になるような取り扱いをしな
いこと。
(4) 文書の取扱
　　　　文書の管理、保存については、指定管理者が業務に伴い作成し、又は受領する
文書等は、宮古島市文書事務取扱規程に基づいて適正に管理・保存すること。ま
た、指定管理期間満了時に、本市に引き渡すこと。
　　(5) 情報管理
① 指定管理者は、公園の管理運営にあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏ら
したり、自己の利益のために使用してはならない。指定管理期間が満了した後も
同様とする。
　　  ② 指定管理者は、本業務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及び毀損
等の事故の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなけ
ればならない。
　　(6) 指定管理者名等の表示
　　　　当該公園が指定管理者により管理運営されていることを示すため、指定管理者
名と設置者としての本市の連絡先を公園内に表示し、案内パンフレット等に明記
しなければならない。
　　(7) 利用者及び地域住民の意見及び要望等を管理運営等に反映させるよう努めること。

７　リスク対応について
(1) リスクの管理及び責任分担
　　　　　パイナガマ公園の管理及び施設の点検、小規模修繕（1件あたり10万円以下）
は、指定管理者が負担する。
事故・火災等による施設の損傷及び被災者に対する責任は、事案ごとの原因によ
り判断するが、第一次的な責任は指定管理者が負うものとし、被災が最小限とな
るよう迅速かつ最善の対応をとると共に、直ちに本市に報告しなければならない。
(2) 保険の加入
管理運営上の事故が発生した場合に対応するため、指定管理者はリスクに応じ
て、施設賠償保険に加入すること。
(3) 本市と指定管理者のリスク及び責任分担は、別表１のとおりとする。ただし、い
ずれにも定めのない業務やリスクが生じた場合又は疑義が生じた場合は、本市と指定管理者が協議の上、業務区分及びリスク分担を決定するものとする。

８　応募資格
(1) 指定管理期間中、市に主たる事務所を有する法人その他団体（法人格は必ずしも
必要を要さない。）とする。ただし、個人の公募は不可とする。
(2) 応募時に、自主事業に必要な資格を有している者がいること。
　　（※資格者の雇用証明添付）

９　欠格事項
　　次のいずれかに該当するものは、指定管理者になれないものとする。
　　(1) 法人等の責めに帰すべき事由により指定管理者の指定を取り消されてから、当該施設の指定期間に1年を加えた年を経過していない法人等。
　　(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項の規程に該当する場合。
　　(3) 地方自治法施行令第167条の4第2項の規定により、本市における一般競争入札の参加を制限されている場合。
　　(4) 議員が地方自治法第92条の2に規定する役員等である場合。
　　(5) 市長、副市長が地方自治法第142条に規定する役員等である場合。
　　(6) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている場合。
　　(7) 会社更生法（平成14年法律第154号）第30条又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による更生手続又は再生手続の開始の申立がなされて、更生手続の開始決定又は再生計画の認可決定がなされていない場合。
　　(8) 団体及び団体の役員等が、原則として過去４年間において市税、市に納入すべき負担金、分担金、施設利用料等を滞納している場合。労働災害補償保険に加入していない場合。

10　共同企業体による応募について
　　共同企業体については、以下のとおりとする。
(1) 代表者又は代表者となる団体（出資額の割合が最大の者をいう。）を決定すること。
(2) 指定管理者の選定後、本市と指定管理者との間で締結する協定書は、代表者又は
代表となる団体を中心に行うことになるが、協定書に関する責任は共同企業体の
構成員全体で負うこと。
(3) 共同企業体については、建設業協会で通常に行われている共同企業体の方式に準
じて構成すること。
(4) 各構成員が応募資格を満たすこと。失格事項は各構成員についても適用する。
(5) 同一団体および企業が複数の共同企業体にまたがり、同一の募集区分を重複して
応募することはできない。

11　応募要件
(1) 自主事業でバーベキュー等その特色を活かした業計画書を提案すること。なお、
ガスを利用したものに限る。
　　(2)  公園内に管理棟がないため、指定管理者で公園周辺に事務所を用意すること、又は指定管理者自身で管理棟を設置すること。

12　公募要項等の配布
(1) 配布期間　令和８年１０月２０日（火）から同年１１月３０日（月）まで
(2) 配布場所　宮古島市役所 ３階 建設部 都市計画課内
宮古島市公式ホームページにても掲載
　　　         　※公募要項がダウンロードできない場合等にはお問い合わせ下さい。

13　公募要項等に関する質問の受付
　　公募要項等に関する質問を以下のとおり受け付ける。質問に対する回答は、HPで公
表する。
(1) 受付期間　令和８年１０月２０日（火）から同年１１月３０日（月）まで
(2) 受付方法　質問の主旨を簡潔にまとめ、FAXまたはメールにより提出して下さい。なお、電話や口頭等による質問は原則として回答しません。
(3) 送 付 先　宮古島市役所　建設部　都市計画課
TEL　０９８０－７３－４５８５
FAX　０９８０－７３－１０８１
　　　　　　　　　Mail　kt.seibi@city.miyakojima.lg.jp

14　提出書類
　　応募を希望する団体は、次の書類（正本1部、副本6部）を提出すること。
　申請に際して必要となる費用は全て応募者の負担とし、提出された書類や資料は返却しません。なお、提出された書類は、宮古島市情報公開条例の規定に基づく情報公開の対象となることがあります。（A4サイズで統一し提出をお願いします。）
(1) 公園指定管理者指定申請書（様式第11号）
(2) 定款、寄付行為、規約（法人以外の団体にあってはこれに相当する書類）
(3) 法人にあっては法人の登記事項に係る証明書（法人以外の団体にあっては団体の代表者の身分証明書）
(4) 役員の名簿及び履歴書
(5) 組織及び運営に関する事項を記載した書類
(6) 指定申請の日に属する事業年度の前事業年度（令和7年度）における期末の貸借対照表、財産目録及び収支（損益）決算書
(7) 指定申請の日の属する事業年度（令和8年度）における事業計画書及び収支計画書、事業報告書（作成している場合）
(8) 指定管理者の指定の予定期間に属する年度（1年間）のパイナガマ公園の管理に係る事業計画書及び収支計画書（第2－1号様式～第2－5号様式）
(9) 指定管理業務の実施方法を記載した書類（第3号様式）
(10) 納税証明書
   ① 法人の場合は、直近４カ年の国税及び市税の完納証明書。設立1年未満の場
合は、代表者の直近４カ年の国税及び市税の完納証明書。
　　　 ② その他団体の場合は、代表者の直近４カ年の市税の完納証明書。
　　(11)各種資格
　　　 ① 応募資格にかかる各種証明書
　　　 ② 応募資格を有する者の雇用証明書

※　共同企業体については、各構成員全てにおいて、上記の(2)～(7)までと(10)の書
類及び第2－1号様式を提出すること。
　　※　共同事業体については、共同企業体構成員表（第4号様式）及び共同企業体協定書（第5号様式）についても、提出すること。
15　募集受付期間
　　必要書類を次の期間内に持参すること。（郵送、FAX等による受付は行わない。）
なお、必要な書類が不足している場合は受け付けない。
(1) 受付期間　令和8年１０月２０日（火）から同年１１月３０日（月）まで
（土日及び祝日を除く）
(2) 受付場所　宮古島市役所 ３階　建設部 都市計画課　
(3) 受付時間　午前9時から午後4時まで（午後0時から午後1時までの間を除く）

16　公募要項に関する現地説明会
　 （1）現地説明会　令和8年１１月　９日（月）午前10時
　　　　　　　　　　令和８年１１月１６日（月）午前10時　
パイナガマ公園駐車場集合
　　　　※現地説明会に参加する法人等は、前日までに都市計画課までご連絡すること。

17　選定の方法等
(1) 資格審査
指定申請書等の提出後、応募資格要件を満たしているか当都市計画課にて書類
審査を行う。
(2) 選定委員会
指定管理者の選定は宮古島市指定管理者選定委員会により、書類審査とヒアリン
　　　グまたはプレゼンテーション（1団体あたり10分程度）による公平かつ適正に審
する。
(3) 選定方法
[bookmark: OLE_LINK13]次の4項目に全てを評価する総合得点方式により選考します（別紙1参照）。選
定に当たっては合計点数が最も高い応募者を選定する。仮に、応募者が１件の場合は
総合得点の５０％以上の獲得点数をもって応募者を選定する。
1 市民の平等な利用の確保
2 公の施設の効用の発揮と効率的な管理
3 管理を安定して行う人的能力及び物的能力
4 個人情報の適正な取扱
(4) 選定結果については、選定委員会による選考後すべての応募者へ通知する。

18　失格事項
　　次の事項に該当する場合は、選定審査の対象から除外する。
(1) 提出書類に虚偽の記載があった場合
(2) この要項の内容を遵守しない場合
(3) その他不正行為があった場合

19　応募の辞退
　　応募書類の受付後に辞退する場合は、辞退届（第7号様式）を提出すること。

20　指定管理者の指定
　　選考委員会において指定管理者候補者として選定された者は、議会の議決を経て指定管理者として指定する。

21　指定結果
　　選定された法人等には、指定又は不指定の通知書を議会終了後速やかに通知する。

22　指定管理者との協定締結
　　指定管理者を指定された者は、市長が定める協定書を本市と締結するものとする。

23　問い合わせ　
　　〒９０６－８５０１
　　沖縄県宮古島市平良字西里１１４０番地
宮古島市役所３階　建設部　都市計画課　都市整備係
　　TEL：０９８０－７３－４５８５
　　FAX：０９８０－７３－１０８１
　　Mail：kt.seibi@city.miyakojima.lg.jp














（別表1）
リスク分担表
	項　　目
	指定管理者
	宮古島市
	備　　考

	公園の秩序維持
	○
	
	

	行為の許可、利用許可
	○
	
	

	公園施設の設置及び管理の許可、占用の許可
	
	○
	

	利用料金の徴収、減免
	○
	
	

	施設、設備の維持管理
	○
	
	

	施設の修繕
	○
	
	１件10万円以内

	
	
	○
	上記以外の場合

	利用者・第三者への損害
	○
	
	指定管理者の責めによる場合

	
	
	○
	上記以外の場合

	火災等による施設等の損傷に対する責任
	○
	
	指定管理者の責めによる場合

	
	
	○
	上記以外の場合

	利用者等に係る保険の
加入
	○
	
	下記以外の場合

	
	
	○
	市に瑕疵がある場合

	施設等に係る各種保険の加入
	
	○
	


※上記に定めのない業務やリスクが生じた場合は又は疑義が生じた場合は、本市と指定管理者が協議の上、業務区分及びリスク分担を決定するものとします。
[bookmark: _GoBack]
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